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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和５年度 令和４年度 伸び率

予算総額 １０，３６３，３６７千円 ８，６９４，９５３千円 １９．２％

一般会計構成比 ０．５％ ０．４％ －

【一般会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 未来を見据えた社会基盤の創造

Ｐ ５ 一部新規 埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進【エネルギー環境課】 ３４０，４４９

（単位 千円）

２ 稼げる力の向上

Ｐ ６ 新 規 サーキュラーエコノミーの推進【資源循環推進課】 ６３，１３０

Ｐ ７ 一部新規 脱炭素社会の実現に向けた中小企業や家庭への支援 １，６０６，１８２
【温暖化対策課、大気環境課、エネルギー環境課】

３ 地球環境に優しい社会づくり

Ｐ ９ 一部新規 気候変動対策の推進【温暖化対策課】 ２４，３１２

Ｐ １０ 環境分野における埼玉版SDGsの推進【環境政策課】 ４６，９８０

４ 資源の有効活用と廃棄物の適正処理の推進

Ｐ １１ 循環型社会づくりの推進と廃棄物の不法投棄対策の強化 １００，３１９
（サーキュラーエコノミーの推進（再掲）含む）
【資源循環推進課、産業廃棄物指導課】



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ４ －

（単位 千円）

５ 公害のない安全な地域環境の確保

Ｐ １２ 安全な大気環境・水環境や身近な生活環境の保全 ４６８，２５２
【大気環境課、水環境課】

６ 恵み豊かな川との共生

Ｐ １３ 合併処理浄化槽への転換促進【水環境課】 ３１３，７７８

Ｐ １４ 一部新規 SAITAMAリバーサポーターズプロジェクトの推進【水環境課】 １８，５６０

８ 生物多様性の保全

Ｐ １６ 生物多様性の保全【みどり自然課】 ２０５，２９７

７ みどりの保全と創出

Ｐ １５ 一部新規 身近な緑の保全と創出【みどり自然課】 ２８９，３７３



（１）市町村と企業等の交流機会の拡大及びマッチングの強化（新規） ３２，０００千円
官民連携によるまちづくりを推進するため、市町村と企業等の交流機会を拡大するとともにマッチングを強化

－ ５ －

超少子高齢社会に対応するため、市町村によるコンパクト、スマート、レジリエントの３つの要素を兼ね備えた持続可能なまち
づくりを推進する。

目 的

担当 エネルギー環境課 エネルギー企画担当
内線 ３１８６

事業概要

１ 埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進 ３４０，４４９千円

一部新規

 市町村と企業等のマッチングを行うガバメントピッチ
の開催【新規】

 まちづくり先行事例セミナーやスマート技術の視察等
の実施【拡充】

新規・拡充内容

（２）プロジェクトに取り組む市町村への財政支援（拡充） ３０７，０００千円
プロジェクトエントリー市町村の増加に対応した市町村への補助の拡充

（３）ワンストップ総合相談窓口による市町村支援 １，４４９千円
エントリー団体の取組の具体化に向けた支援、新たなエントリー団体の掘り起こし

※令和４年度の普通交付税不交付団体は1/3

実証・事業化協議ガバメントピッチ
地域課題の整理

・見える化

実証・事業化に向けた

市町村・企業による協議

市町村から地域課題を

プレゼン

企業が課題解決策を提案

⇒最適な提案企業と マッチング

地域の課題やニーズを

整理し、見える化を支援

≪ガバメントピッチの概要≫

①事業化検討補助 ②事業推進補助

補助率 １／２※、補助上限額 ５００万円
まちづくりの事業化に向けた検討費用

補助率１／２※、補助上限額 ５，０００万円
まちづくりに関するソフト・ハード事業

埼 玉 版 ス ー パ ー ・ シ テ ィ プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進 【 予 算 額 】 ３ ４ ０ ， ４ ４ ９ 千 円



－ ６ －

サ ー キ ュ ラ ー エ コ ノ ミ ー の 推 進 【 予 算 額 】 ６ ３ ， １ ３ ０ 千 円

県内産業の成長と資源の循環利用の推進のため、中小企業等によるサーキュラーエコノミー型ビジネスの取組支援や、サーキュ
ラーエコノミーに関する県民の理解促進を図る。

目 的

担当 資源循環推進課 資源循環工場・循環型社会推進担当
内線 ３１０７

事業概要

１ サーキュラーエコノミー型ビジネスの創出及び県民の理解促進 ６３，１３０千円

新 規

（１）サーキュラーエコノミー型ビジネスの創出（新規） ４６，０４９千円
複数の中小企業等が連携して取り組むビジネスモデルの創出に対する補助

１ サーキュラーエコノミー型ビジネスの創出及び県民の理解促進 ６３，１３０千円

 中小企業等によるビジネスモデルの創出に対する補助【新規】
補助率：２／３、補助上限額：７５０万円

新規・拡充内容

（２）県有大規模集客施設における実証及び啓発（新規） ９，６７８千円
プロスポーツチームや飲料メーカー等との連携による県有大規模集客施設

（埼玉スタジアム２〇〇２）におけるペットボトル等の効率的な分別回収・
再製品化の実証、サーキュラーエコノミーに関する啓発

（３）プラスチック資源の循環利用モデルの構築 ７，４０３千円
・企業や市町村等と連携したプラットフォームの運営
・市町村における効率的な収集方法の検証

 県有大規模集客施設における資源の循環利用の実証及び啓発【新規】

新規・拡充内容

施設管理者
プロスポーツチーム

分別回収

再製品化

来 場 者

製造業者
（グッズ等の製作）



（１）家庭･企業等への省エネ・再エネ活用設備の導入促進（拡充） ６０５，９５４千円
安心・安全な施工等を行う事業者認定制度の創設、認定事業者を通じて行う省エネ・再エネ活用設備の導入に対する補助

－ ７ －

脱炭素化を推進して温室効果ガス排出量４６％削減を目指すとともに、エネルギー価格の高騰や電力需給のひっ迫に備えるため、
家庭や中小企業における省エネ・再エネ活用設備導入等を促進し、エネルギーレジリエンスの強化を図る。

目 的

担当 エネルギー環境課 住宅等省エネルギー推進担当、創エネルギー推進担当 内線３０６９、３０４７
大気環境課 総務・自動車対策担当 内線３０６７
温暖化対策課 計画制度・排出量取引担当 内線３０２１

事業概要

１ 家庭や企業等、県有施設への再エネ活用設備等の導入促進 ６５２，３５０千円

一部新規

（２）県有施設への再エネ活用設備の導入促進（新規） ４１，２５６千円
県有施設における再エネ活用設備の導入調査及び計画策定、モデル事業の設計

 家庭向け【拡充】
対象設備 ： 太陽光パネル＋蓄電池（又はＶ２Ｈ充放電設備）、蓄電池、Ｖ２Ｈ充放電設備、エネファーム
補 助 額 ： 太陽光パネル：７万円/kW、 蓄電池・Ｖ２Ｈ充放電設備・エネファーム：各１０万円/件

 企業等向け（災害時に地域への電力供給を行う企業等）【拡充】
対象設備 ： 太陽光パネル＋蓄電池、その他再エネ設備、コージェネレーションシステム等
補 助 額 ： 太陽光パネル：５万円/kW、蓄電池：補助率１/３、その他再エネ活用設備：補助率２/３、

コージェネレーションシステム：補助率１/２

新規・拡充内容

（３）安全・安心な太陽光発電施設の設置推進 ５，１４０千円
大規模太陽光発電施設の実態調査、事業者への指導力向上のための市町村職員講習会の実施

脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 中 小 企 業 や 家 庭 へ の 支 援 【 予 算 額 】 １ ， ６ ０ ６ ， １ ８ ２ 千 円

 県有施設における太陽光発電ポテンシャル等の調査・導入計画策定 【新規】
 環境科学国際センターに太陽光パネル等を設置して災害時に隣接する騎西

特別支援学校へ電力供給するモデル事業の設計 【新規】

災害時の
電力供給

騎西特別支援学校
（福祉避難所）

環境科学国際センター太陽光
パネル

蓄電池

【
新
設
】

新規・拡充内容

事業イメージ



－ ８ －

事業概要

２ 電動車（ＥＶ、ＰＨＶ）等の導入支援 ７５２，９０６千円

（１）電動車(ＥＶ、ＰＨＶ)導入に対する補助（新規） ７４８，４０６千円
Ｖ２Ｈ充放電設備や外部給電器を使用して給電が可能なＥＶ、ＰＨＶの導入に対する補助

（２）外部給電器の導入に対する補助（新規） ４，５００千円
事業者の外部給電器の導入に対する補助

 電動車(ＥＶ、ＰＨＶ）導入に対する補助 【新規】
補助上限額：ＥＶ ４０万円（軽ＥＶ及びＰＨＶ ２７．５万円）又は

国の補助額の１/２のいずれか低い額

新規・拡充内容

 外部給電器の導入に対する補助 【新規】
補助上限額：２５万円又は国の補助額の１/２の

いずれか低い額

新規・拡充内容

－ ８ －

（１）ＣＯ２排出削減設備導入に対する補助 １３４，２２２千円
エネルギー使用量やＣＯ２排出量削減を進める中小企業等の省エネ・再エネ活用設備の導入に対する補助

３ 中小企業等のＣＯ２排出削減設備等の導入支援 ２００，９２６千円

（２）ＩｏＴ等を活用したスマート省エネ技術導入、遮熱・断熱対策に対する補助 ４０，０２５千円

・スマート省エネ技術導入：補助率１／３、補助上限額１，０００万円

・遮 熱 ・ 断 熱 対 策 ：補助率１／３、補助上限額 ３００万円

（３）省エネルギー専門家による省エネ診断の実施など ２６，６７９千円

・補助対象：ボイラー・空調等の高効率化、
蓄電池と組み合わせた太陽光発電設備の導入

・補 助 率 ：１／３、補助上限額：５００万円
高効率
ボイラー

空調設備



（１）目標設定型排出量取引制度の円滑な運営 ６，２０１千円
目標設定型排出量取引制度の適切な運用、対象者への排出量の算定・検証・取引等の指導

－ ９ －

事業概要

１ 地球温暖化対策実行計画の推進 ９，６００千円

２ 脱炭素型ライフスタイルへの転換促進 ８，２５８千円

温室効果ガスの削減対策や気候変動への適応策を推進するため、市町村とのネットワークを強化するほか、県民のライフスタイ
ルの転換促進、目標設定型排出量取引制度による効果的なＣＯ２削減を図る。

目 的

担当 温暖化対策課 実行計画担当 内線３０３７
総務・エコライフ推進担当 内線３０３５
計画制度・排出量取引担当 内線３０３４

一部新規

・埼玉県地球温暖化対策実行計画の着実な推進と市町村の取組への支援、家電製品に関する省エネ情報の提供
・地域気候変動適応センターの運営

気 候 変 動 対 策 の 推 進 【 予 算 額 】 ２ ４ ， ３ １ ２ 千 円

３ 目標設定型排出量取引制度の推進 ６，４５４千円

（１）エコライフキャンペーンなど温暖化防止・省エネに関する普及啓発の実施 ７，８８７千円
環境に配慮した生活を送るエコライフＤＡＹ・ＷＥＥＫや「家庭の省エネ相談会」の実施

（２）将来を担う世代への環境教育の推進 ３７１千円

 小学校用副読本「広げよう！ＳＴＯＰ温暖化」のデジタルブック化【新規】
新規・拡充内容

 「彩の国環境ネットワークプラザ」ポータルサイトのリニューアル【新規】

新規・拡充内容

 「家庭の省エネガイド（仮称）」の作成【新規】

（２）地球温暖化対策計画に対する助言・指導 ２５３千円
条例に基づき提出される計画に対する助言やＣＯ２削減指導

家庭の省エネ相談会



－ １０ －

環 境 分 野 に お け る 埼 玉 版 S D G s の 推 進 【 予 算 額 】 ４ ６ ， ９ ８ ０ 千 円

より多くの企業や業界団体が環境分野のＳＤＧｓに取り組むことで、環境問題の解決を図るとともに、企業等の持続可能な事業活動や
発展を支援する。また、環境学習の支援により、持続可能な社会づくりに積極的に参画できる人材を育成する。

目 的

担当 環境政策課 計画推進・環境影響評価担当
内線 ３０１９

事業概要

１ 企業等による環境保全活動の促進 ５，７８８千円

（１）企業の取組発信、業界団体との連携による取組促進 ４，８９６千円
・環境ＳＤＧｓ取組宣言企業の取組内容を県ホームページ等で発信
・優れた取組をモデル事例化して成果発表会等で幅広く横展開

             ・ 業界団体と連携した研修会の開催や業界別手引きの作成・活用

（２）地域の環境保全活動への支援等 ８９２千円
・環境保全の優れた取組を「彩の国埼玉環境大賞」として表彰
・優れた取組を行う企業の彩の国ビジネスアリーナへの出展支援

（１）人材等登録制度による環境学習の支援 ７０３千円
環境アドバイザー(個人)の出前講座や環境学習応援隊(企業)による施設見学受入等

２ 環境学習の機会づくりへの支援 ４１，１９２千円

（３）環境科学国際センターにおける環境学習 ３４，４８９千円
・彩の国環境大学を開校し、地域の環境保全や環境学習活動を行うリーダーの育成
・気軽に楽しく環境学習ができる体験型の展示館「彩かんかん」の運営

（２）地域の環境保全活動への支援 ６，０００千円
こどもエコクラブが行うビオトープの管理や動植物調査等の活動への支援

環境アドバイザーによる
体験型環境学習



（１）未然防止への取組 １２，５０２千円
・不適正処理現場等への立入指導
・土砂等堆積場所の監視指導
・ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進

（２）早期発見・早期対応への取組 ９，８５２千円
・警備会社への委託による土、日、祝日の夜間パトロールの実施
・廃棄物不法投棄１１０番の運営
・市町村職員への立入検査権の付与

（３）監視指導体制の充実への取組・環境保全対策 １２，１１９千円
・監視指導能力向上のための専門研修の実施
・警察本部との情報交換・連携協力
・撤去及び環境保全の実施

－ １１ －

循 環 型 社 会 づ く り の 推 進 と 廃 棄 物 の 不 法 投 棄 対 策 の 強 化 【 予 算 額 】 １ ０ ０ ， ３ １ ９ 千 円

持続可能な循環型社会を構築するため、資源の循環利用や食品ロス削減の取組を推進する。また、廃棄物の適正処理について、産業
廃棄物処理業者等への周知・指導を行うとともに、夜間パトロールや市町村・民間企業等との協働により、不法投棄の防止を図る。

目 的

担当 資源循環推進課 資源循環工場・循環型社会推進担当 内線３１０７
産業廃棄物指導課 総務・ＰＣＢ指導担当、監視・指導・撤去担当
内線 ３１４８、３１３５、３１３６

事業概要

２ 廃棄物の不法投棄防止・環境保全対策 ３４，４７３千円

ＰＣＢ廃棄物の適正処理

廃棄物の不適正処理現場

１ 循環型社会づくりの推進 ６５，８４６千円

（３）サーキュラーエコノミーの推進（新規（再掲）） ６３，１３０千円

（１）食品ロス削減対策の推進 １，０１２千円
・事業所で更新を迎える災害備蓄食料のフードバンク活動団体等への提供
・県内一斉キャンペーンの展開

（２）３Ｒの推進 １，７０４千円
企業や市町村と連携して行う３Ｒ講座等による普及啓発

フードドライブの取組

集められた食品



（１）河川・湖沼の常時監視 ８０，４１６千円
カドミウム等の有害項目及び生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）等を常時監視

大気汚染防止法及び水質汚濁防止法等に基づき、県内の大気環境・水環境の現状を監視するとともに、規制基準の遵守・徹底
により、県民の健康被害を未然に防止し、生活環境の保全を図る。

－ １２ －

目 的

担当 大気環境課 企画・監視担当、規制担当 内線 ３０５３、３０５８
水環境課 水環境担当 内線 ３０８６

事業概要

１ 大気環境の常時監視 ３１５，８６２千円

安 全 な 大 気 環 境 ・ 水 環 境 や 身 近 な 生 活 環 境 の 保 全 【 予 算 額 】 ４ ６ ８ ， ２ ５ ２ 千 円

（２）地下水の常時監視 １４，８５０千円
カドミウム等の有害項目に係る地下水質汚濁状況を常時監視

２ 水環境の常時監視 ９５，２６６千円

３ 工場・事業場に対する規制基準遵守の確認 ５７，１２４千円

（１）大気関係の規制 ２８，１６５千円
大気汚染防止法等に基づく排出事業者に対する行政測定等

（２）水質関係の規制 ２８，９５９千円
水質汚濁防止法等に基づく排出事業者に対する行政測定等

河川の水質監視（荒川）

自動測定局

（１）常時監視測定局における自動測定 ２９０，９５２千円
・自動測定局で微小粒子状物質(ＰＭ２．５)等の大気汚染状況を常時監視
・県ホームページによる測定データのリアルタイム表示

（２）ダイオキシン類等の定期調査 ２４，９１０千円
・ベンゼン、ダイオキシン類等の大気汚染状況を定期的に調査



（１）公共浄化槽に対する補助 １１２，５００千円

公共浄化槽（市町村が設置・管理する合併処理浄化槽）を整備
する市町村に対する補助
（補助額：５０万円／基）

－ １３ －

合 併 処 理 浄 化 槽 へ の 転 換 促 進 【 予 算 額 】 ３ １ ３ ， ７ ７ ８ 千 円

河川の水質を改善するため、し尿のみを処理する単独処理浄化槽から、台所や風呂など生活排水全てを処理する合併処理浄化槽
への転換を促進するとともに、浄化槽の維持管理の適正化を図る。

目 的

担当 水環境課 浄化槽・豊かな川づくり担当
内線 ３０８７

事業概要

１ 合併処理浄化槽への転換に向けた財政支援と浄化槽の維持管理の適正化 ３１３，７７８千円

（３）浄化槽台帳のデジタル化の推進 １２，２３１千円

浄化槽維持管理情報を活用した浄化槽台帳システムの管理運用

合併処理浄化槽はし尿と生活雑排水を併せて処理

単独処理浄化槽に比べて、公共用水域の汚濁を1/8に軽減

（２）個人設置に対する補助 １８９，０４７千円

合併処理浄化槽への転換を行う県民に設置費用等を補助する
市町村に対する補助
（補助額：１０万円～５０万円／基）



（１）「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクト」の推進（一部新規） １３，１９５千円
・ポータルサイトやＳＮＳによるイベント情報等の発信

・川の保全・共生につながる企業のビジネスマッチング等の実施

・企業・団体の交流促進や優れた取組の表彰

－ １４ －

川との共生に関する県民の意識醸成と取組拡大のため、川の保全活動等への県民・企業の参画促進や、川の国応援団等への
支援を行う。

目 的

担当 水環境課 浄化槽・豊かな川づくり担当
内線 ３０８２

事業概要

１ 川との共生・保全の取組の推進 １８，５６０千円

一部新規

（２）「川の国応援団」の活動支援と交流促進 ５，３６５千円
川の再生活動に必要な資材の提供や貸出、団体相互の活動成果の共有を図る「川の再生交流会」の開催

リバサポ・ポータルサイト

 「川好き」を増やす取組の拡大【一部新規】
    鉄道利用者やハイキング愛好者等を対象とした個人サポーターの拡大
 地域別交流の促進【新規】

企業サポーターと川の国応援団との地域別交流会等の開催

新規・拡充内容

カヌーでの清掃活動

S A I T A M A リ バ ー サ ポ ー タ ー ズ プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進 【 予 算 額 】 １ ８ ， ５ ６ ０ 千 円



（１）緑のトラスト運動の推進 ３１，９４０千円
「緑のトラスト保全地」の保全管理など、県内の優れた自然や貴重な歴史的環境を県民共有の財産として保全

－ １５ －

事業概要

１ 身近な緑の保全 １９８，０５５千円

（２）市町村や環境団体との協働による身近な緑の取得・保全 １４８，１１５千円
市町村や環境団体と協働した緑地の公有地化や、県が認定した管理協定により保全活動を行う団体等への支援

身 近 な 緑 の 保 全 と 創 出 【 予 算 額 】 ２ ８ ９ ， ３ ７ ３ 千 円

２ 身近な緑の創出 ９１，３１８千円

市町村や環境団体と協働して緑地を取得・保全するとともに、都市部での身近な緑の創出を推進する。

目 的

担当 みどり自然課 みどり保全・総合調整担当 内線３１５１
みどり創出・担い手支援担当 内線３１４９、３１９０
自然ふれあい担当 内線３１５６

一部新規

（３）自然ふれあい施設におけるナラ枯れ対策 （新規） １８，０００千円
北本自然観察公園等におけるナラ枯れ被害への緊急対策

（１）民間施設等の緑化の促進 ２９，５５４千円
「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に基づく「緑化計画届出制度」の適正な運用、

民間事業者等が実施する公開性のある緑化に対する補助

（２）校庭や園庭の芝生化の促進 ４３，２１９千円
小中学校や幼稚園、保育所の校庭・園庭の芝生化や維持管理に対する補助

（３）みどりの担い手の育成と支援 １８，５４５千円
みどりの保全・創出・活用の活動に取り組む団体等への支援

緑化計画届出制度により創出された緑

 ナラ枯れ被害への緊急対策 【新規】
被害状況調査及び伐採の実施

ナラ枯れ被害木

新規・拡充内容



（１）生物多様性保全の推進 ３３，４５６千円
・県生物多様性保全戦略の検討・改訂やレッドデータブックの作成
・県の魚ムサシトミヨや県民の鳥シラコバト等の希少野生生物の保護増殖の実施

－ １６ －

事業概要

１ 生物多様性の保全 ８８，５３４千円

県内の生物多様性保全のため、希少野生生物の保護や特定外来生物への対策に取り組むとともに、特定鳥獣の生息状況調査・
捕獲、狩猟者の確保・育成などにより、野生鳥獣の適切な保護管理を行い、生態系の保全を推進する。

目 的

担当 みどり自然課 野生生物担当
内線 ３１４３、３１５４

生 物 多 様 性 の 保 全 【 予 算 額 】 ２ ０ ５ ， ２ ９ ７ 千 円

（２）特定外来生物への対策 ５５，０７８千円
アライグマやクビアカツヤカミキリのまん延・定着防止のため早期防除

県の魚ムサシトミヨ

クビアカツヤカミキリ

（１）特定鳥獣の管理 ９３，６２７千円
・ニホンジカ・イノシシの生息状況調査及び放射性物質検査
・県による高標高地域等におけるニホンジカの捕獲
・講習会や実地研修による狩猟・捕獲の担い手確保

２ 野生鳥獣の適正な保護管理 １１６，７６３千円

（２）傷病野生鳥獣の保護管理 ２３，１３６千円
・傷病野生鳥獣の適切な保護治療や鳥獣保護センターの管理運営
・死亡野鳥の鳥インフルエンザ検査 狩猟者に対する講習会


